
 

『「法定相続情報証明制度」の創設 ５月２９日から制度の運用を開始』 
  

 ５月２９日から全国の登記所 （法務局） において、各種相続手続きに利用できる 「法定相続情報証

明制度」 が運用開始される。現在、相続人は遺産 （不動産や預貯金等） 相続手続きに際し、被相続人

が生まれてから死亡するまでの戸籍関係の書類等一式を全て揃えた上で、同じ書類を管轄の異なる登

記所や各金融機関など、相続手続きを取り扱う各種窓口に何度も出し直す必要がある。 

法定相続情報証明制度は、登記所 （法務局） に戸籍関係の書類等一式を提出し、併せて相続関

係を一覧に表した図 （法定相続情報一覧図） を提出すれば、登記官がその一覧図に認証文を付した

写しを無料で交付する。 

具体的には、まず、相続人又はその代理人が、被相続人の戸籍関係の書類等を集め、その記載に

基づく被相続人の氏名、最後の住所、生年月日などを記載した法定相続情報一覧図を作成する。 

申出を受けた登記官が内容を確認し、認証文付きの法定相続情報一覧図の写しを交付するわけ

だ。法定相続情報一覧図の写しは、相続登記の申請手続きや被相続人名義の預金の払戻しなど、

様々な手続きに利用できるので、相続人・手続きの担当部署双方の負担の軽減が期待されている。 

なお、代理人としては、法定代理人のほか、民法上の親族、資格者代理人 （弁護士、司法書士、土

地家屋調査士、税理士、社会保険労務士、弁理士、海事代理士、行政書士に限る） が指定されてい

る。 

 

『平成２８年有効求人倍率 昨年より微増－厚労省発表』 
         

 厚生労働省は平成２８年のハローワークにおける求人、求職、就職の状況を公表した。それによると、

２８年の平均有効求人倍率は１．３６倍で、前年比０．１６ポイント上昇となった。２８年の有効求人倍率は

堅調に推移し、通年で緩やかな右肩上がりの状況が続いた。また、２８年の有効求人数は前年比６．６％

増、有効求職者数は同５．８％減となっている。 

 ２８年１２月における都道府県別 （就業地別） 有効求人倍率 （新規学卒者を除きパートタイムを含む）

は福井県の１．９５倍が最高、沖縄県の１．１２倍が最低となった。規模別の新規求人状況では、従業員数

が少ないほど求人数が多くなっている。たとえば、従業員数２９人以下の企業

では５４０，０７９人の求人があったのに対し、１，０００人以上では９，３５２人に

とどまっている。この数字はパートタイムを含めたもので、それを除くと２９人以

下の企業では３２８，５５３人、１，０００人以上の企業では５，９３９人となってい

る。なお、同月においては従業員数３０人以上～９９人以下の企業でも１９２，

５４２人の求人を行っており、２９人以下の企業と合わせると７３２，６２１人とな

る。従業員数９９人以下の企業の求人が全体の約８７％を占めていることが

わかる。 
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